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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２８年９月５日（平成２８年（行情）諮問第５４６号） 

答申日：平成２８年１１月２５日（平成２８年度（行情）答申第５４８号） 

事件名：「飛行と安全」の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『飛行と安全』２０１５年１０～１２月号。＊電磁的記録が存在する

場合，その履歴情報も含む。」（以下「本件請求文書」という。）の開示

請求につき，次の３文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）を特

定し，開示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当で

ある。 

文書１  飛行と安全 平成２７年１０月号（Ｎｏ．７０９）（表紙及

び目次） 

文書２  飛行と安全 平成２７年１１月号（Ｎｏ．７１０）（表紙及

び目次） 

文書３  飛行と安全 平成２７年１２月号（Ｎｏ．７１１）（表紙及

び目次） 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく本件請求文書の開示請求に対し，平成２８年４月１８日

付け防官文第８２２０号により防衛大臣が行った開示決定（以下「原処

分」という。）について，本来の電磁的記録の特定を求める。 

 ２ 審査請求の理由 

国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，当該

行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償事件における国の主張）

である。 

そこで電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるもの

である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

   本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，これに該当

する行政文書として「飛行と安全 平成２７年１０月号（Ｎｏ．７０

９）」ないし「飛行と安全 平成２７年１２月号（Ｎｏ．７１１）」を特

定し，平成２８年４月１８日付け防官文第８２２０号により，本件対象文
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書について，法９条１項の規定に基づき開示する原処分を行った。 

 ２ 本件対象文書の電磁的記録について 

「飛行と安全」は，航空自衛隊航空安全管理隊（以下「航空安全管理

隊」という。）が作成しており，航空安全管理隊では原稿として寄稿者か

ら電子メールで寄せられた電磁的記録及び航空安全管理隊が作成した表紙

の題字の電磁的記録をパソコンで一旦保存した後，印刷・製本業務を委託

している印刷業者に対し，パソコン内のデータを記録した可搬型記憶媒体

（ＭＯ）を貸与し，これを基に編集，印刷，製本された冊子を当該業者に

納品させており，電磁的記録では受領していない。 

また，寄稿者から電子メールで寄せられた電磁的記録及び業者に貸与し

た可搬型記憶媒体（ＭＯ）に保存した電磁的記録は，製本された冊子が納

品された時点で不用となることから，印刷業者から返却後速やかに廃棄し

ている。 

以上のとおり，航空安全管理隊では本件対象文書を冊子（紙）で管理し

ており，電磁的記録は保有しておらず，また，原処分に当たっては，確実

を期すために航空安全管理隊の書庫，倉庫及びパソコン内のファイル等の

探索を行い，電磁的記録を保有していないことを確認した。 

さらに，本件審査請求を受け，再度，航空安全管理隊の書庫，倉庫及び

パソコン内のファイル等の探索を行ったが，電磁的記録は確認されなかっ

た。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は，「『行政文書』とは，『開示請求時点において，当該

行政機関が保有しているもの』」であるとして，本件対象文書に電磁的

記録が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，上記２のと

おり本件対象文書については紙媒体しか保有しておらず，電磁的記録は

保有していない。 

（２）以上のことから，審査請求人の主張にはいずれも理由がなく，原処分

を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年９月５日    諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書の収受 

   ③ 同年１１月２２日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，本件対象文書は，

隊員の安全意識の高揚と安全知識の向上を図り，事故の未然防止に資する

ことを目的として，航空安全管理隊が編集し，航空幕僚監部が発行した部
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内向けの文書であるとのことであった。 

審査請求人は，本件対象文書の電磁的記録の特定を求めており，諮問庁

は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の特定の妥当

性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，航空安全管理隊では，原稿として寄稿者から寄せられ

た電磁的記録及び表紙の題字の電磁的記録をパソコンで一旦保存した後，

パソコン内のデータを可搬型記憶媒体（ＭＯ）に記録して本件対象文書

の印刷・製本業務を委託している印刷業者に貸与し，印刷業者には製本

された冊子（紙）を納品させており，本件対象文書の電磁的記録は受領

していないとのことであった。 

（２）本件対象文書の作成方法を踏まえると，本件対象文書の電磁的記録を

保有していないとする諮問庁の上記（１）の説明に特段不自然，不合理

な点はなく，防衛省において，本件対象文書の外に本件請求文書に該当

する文書（電磁的記録）を保有しているとは認められない。 

 ３ 本件開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，開示した決定については，防衛省において，本件対象文書の外に開示

請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，

本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 

 

 




